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◎  第１日目（３月 11日） 

１ 梅島 清香（未 来 創 政 会）……１ 

２ 山上 尊士（公 明 党）……３ 

３ 出町  譲（高 岡 愛）……５ 

４ 林  貴文（自由民主党高岡市議会議員会）……７ 

５ 上田  武（立憲民主・社民議員団）……９ 

 

◎ 第２日目（３月 12日） 

６ 山口 泰祐（自由民主党高岡市議会議員会）……11 

７ 新開 広恵（公 明 党）……13 

８ 中村 清志（未 来 創 政 会）……15 

９ 石須 大雄（立憲民主・社民議員団）……17 
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通告順位 １ 

議席番号 氏   名 所   属 

５ 梅島 清香 未来創政会 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ これからの挑戦的なまちづくりについて 

 

(1) 地域おこし協力隊について 

 

① 各分野のこれまでの応募者数は。また、選定基準は。 

 

② より良い人材に来てもらうための工夫は。 

 

③ 活動の見える化の工夫をしては。 

 

④ 任期の終えた方を移住につなげるためのアフターフォローは。 

 

(2) 地域自治について 

 

① 本市内の自治会加入率の推移とその見解は。 

 

② 若い世代の自治会活動への積極的な参画に向けた本市の取組み

は。 

 

③ 災害時における共助の取組みの指針である地区防災計画の作 

成を促進してはと考えるが、本市の見解は。 

 

２ 本市の福祉の更なる充実に向けて 

  

(1) 新年度予算において、こどもまんなかの予算が多く組まれている

が、その目指すところは。 

 

(2) 保育業務支援システム「Ｈｏｉｃ」導入について、導入園での効

果と成果、現場の声は。また、今後の導入園拡大に向けた方針は。 

 

３ 誰もが輝ける社会について 

 

(1) インターンシップ推進事業において、学生に選ばれる企業の育成

とあるが、内容及び本市の関わりは。 

 

(2) 女性人材バンク事業のうちキャリアカウンセリングやスキルアッ

プ研修を一部民間委託するにあたり、今後の計画とその効果をどの

ように考えているのか。 

 

(3) 若者・女性のキャリアイメージ発信事業のねらいは。また、どの 
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通    告    事    項 備   考 

ように発信していくのか。 

 

(4) 市政広報の手段として、ＴｉｋＴｏｋやインスタグラム等のリー

ル動画など、ショート動画を活用しては。 

 

４ 教育環境について 

 

(1) 国吉義務教育学校開校から間もなく４年が経ち、義務教育９年間

を一貫して行う学校教育の成果と今後の展望は。 

 

(2) 不登校児童生徒が増えている現状に対する見解及び対策は。 
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通告順位 ２ 

議席番号 氏   名 所   属 

１ 山上 尊士 公明党 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ 避難所運営と災害対応について 

 

(1) 福祉避難所について 

 

① 本市における福祉避難所に避難が想定される避難行動要支援者

名簿の登録人数は。 

 

② 福祉避難所の開設はどのように行われているのか。 

 

③ 市内の福祉避難所の運営に関する現状と課題は。また、福祉施

設に対し福祉避難所としての協力を呼び掛けては。 

 

④ 要支援者がより安心して避難出来る体制を築くために、福祉避

難所への直接避難を検討してはと考えるが、見解は。 

 

(2) 外国人への対応について 

 

① 外国人への災害情報の発信に関する現状と課題は。 

 

② 高岡市防災情報多言語メール配信サービスについて 

 

 ア 登録者数は。 

 

 イ より分かりやすい情報を提供するため、工夫が必要と考える

が、見解は。 

 

③ 能登半島地震発災後、外国人の方の震災に関する悩みの相談内

容は。 

 

(3) 要支援者や外国人の方が今回の震災に関し、どのような支援が必

要と感じたかを直接聞くために、アンケートを実施してはと考える

が、見解は。 

 

(4) 誰一人取り残さない災害対応に向けた本市の思いは。 

 

２ 重層的支援体制整備事業について 

 

(1) 多様に相談できる窓口の整備により得られる効果は。 

 

(2) 課題解決に向けた多機関の連携強化により得られる効果は。 
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通    告    事    項 備   考 

 

(3) 地域包括支援センターで実施していた生活支援コーディネーター

の取り組みの課題は。また、その課題を受けて新たにスタートする

重層的支援体制整備事業での地域の繋がり強化に向けた方針は。 
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通告順位  ３ 

議席番号 氏   名 所   属 

４ 出町 譲 高岡愛 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ 震災からの復旧・復興 

 

(1) 罹災調査が厳しすぎるという批判に対しての見解は。 

 

(2) 再調査の申請件数は。そのうち変更となった件数は。 

 

(3) 被災者向けの住民説明会が２月末からの開催となった理由は。 

 

(4) 液状化が深刻な地区を対象にした復旧・復興のロードマップを早

急に作成すべきと考えるが、見解は。 

 

２ 令和６年度当初予算案の全体像 

 

(1) 一般会計の予算のうち、新規事業はいくつあり、その総額はいく

らか。 

 

(2) 能登半島地震を受けて、減額や先送りした事業はあるのか。 

 

３ 海外出張 

 

(1) 震災復興が急務の今、アメリカで見本市を開催する方向で決定し

た理由は。 

 

(2) 見本市での具体的な展示内容、開催時期、出展期間は。 

 

(3) 見本市に本市側から、事業者および市からの参加予定人数は。 

 

(4) 事業者が参加の際、旅費を補助するのか。 

 

(5) 高岡市が合併以降単独でアメリカにおいて見本市を実施したこと

はあるのか。 

 

(6) 市長が訪米し、トップセールスする予定はあるのか。また、その

際には、ビジネスクラスで訪米するのか。 

 

(7) 高岡市職員等旅費支給条例について 

 

① 高岡市職員等旅費支給条例には海外出張の際、国家公務員の例

に「準じて」とあるが、国家公務員の規定では、北米や南米など

への長距離フライトでは「ビジネスクラス」、台湾などへの近距離 
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通    告    事    項 備   考 

フライトは「エコノミークラス」などと明記されているのか。 

 

② 海外出張の旅費支給条例の内規を変更する考えはあるのか。 

 

４ セリオタウン推進事業 

 

(1) 高岡市が土地開発公社から 10 億円で買い戻すことになった理由

は。 

 

(2) 土地開発公社に 10億円を払って、買い戻すタイミングを 12月と

する理由は。 

 

(3) 買戻し 10 億円について、このたびの震災を理由に分割で支払っ

たり、支払いを一旦猶予すべきだと思うが、見解は。 

 

５ 高岡市民病院の産婦人科問題 

 

(1) 昨年５月に、今年４月からの産科休止を発表したが、予定どおり

休止するのか。 

 

(2) 角田市長は高岡市民病院への産科医派遣については、大学医局に

要請していくと令和５年６月定例会の一般質問で答弁したが、その

後、病院開設者として、産科医の派遣を要請してきたのか。また、

要請の時期は。さらに、今後も要請していくのか。 
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通告順位 ４ 

議席番号 氏   名 所   属 

９ 林 貴文 自由民主党高岡市議会議員会 

 

通    告    事    項 備   考 

 

・ 令和６年能登半島地震の被害に対する本市の取り組みについて 

 

(1) この度の地震における本市の受け止めは。 

 

(2) 地震発生時において防災行政無線はどのように機能したのか。ま

た、これまでの課題と対応策は。 

 

(3) 避難場所開設の時間を短縮するため、避難場所の開設方法を見直

すべきと考えるが、見解は。 

 

(4) 災害時の消防の活動について 

 

① 消防本部の初動活動について、見えた課題と対応策は。 

 

② 被災状況に応じて、弾力的、効果的に消防団が活動できるよう

運用を見直しては。 

 

(5) 今回の災害を教訓に地域の防災士が連携して取り組めるよう働き

かけるべきと考えるが、見解は。 

 

(6) 被災した市民に対し、中長期的な心のケアに取り組むべきと考え

るが、見解は。 

 

(7) 災害に便乗した盗難事件など、防止にむけた対策は。 

 

(8) 下水道において、次に地震が起きた際には液状化現象での被害が

発生しないような手法で復旧を図るべきと考えるが、見解は。 

 

(9) 罹災証明で一部損壊となった家屋に対しても、支援策を設けるべ

きと考えるが、見解は。 

 

(10) 被害の大きい地域の人口流出を防ぐため、被害を受けた住民に

対し近隣の空き家を活用して、仮住まいができるよう支援すべきと

考えるが、見解は。 

 

(11) 被害を受けた自治公民館の改修等の支援を拡充すべきと考える

が、見解は。 

 

(12) 個人所有の文化財建築物等の修復を支援すべきと考えるが、見

解は。 
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通    告    事    項 備   考 

 

(13) 今後、家屋や蔵の取り壊し等で、古文書や古写真などが処分さ

れる可能性があるが、地域の歴史資料を未来に残すため、文化財レ

スキューについて、より周知すべきと考えるが、見解は。 
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通告順位  ５ 

議席番号 氏   名 所   属 

21 上田 武 立憲民主・社民議員団 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ 能登半島地震について 

 

(1) 避難所について 

 

① 災害時に避難場所のスムーズな開設が出来るようにすべきと考

えるが、見解は。 

 

② 車いす利用者や歩行困難者が安心して避難できるよう、バリア

フリー化等の対策を講じるべきと考えるが、見解は。 

 

③ 発災後に避難場所を幾つ開設したのか。また、支援物資等の備

蓄は十分であったか。 

 

④ 災害時の避難拠点となる体育館に、エアコンなどの安全な暖房

設備を設置してはと考えるが、見解は。 

 

(2) 復旧・復興について 

 

① 市内の被災状況とその特徴は。 

 

② ４会場で開催した被災者支援策の説明会で、被災した市民、地

域からどのような意見や要望が出たのか。また、今後どのように

対応していくのか。 

 

③ 吉久地区の説明会では、家を直したくても工事車両が道路に入

って来られないとの意見があったことから、道路の仮復旧を進め

るべきと考えるが、見解は。 

 

④ 吉久地区の説明会では、雨水幹線や排水路の一部が被災したた

め雨水等の対策を急ぐべきとの意見があったことから、早急に対

策すべきと考えるが、見解は。 

 

⑤ 県内の他自治体と被害に対する判断や支援に差が生じないよう

配慮すべきだが、被災した市民や地域の声をどのように受け止め、

今後に生かしていくのか。 

 

⑥ 地盤沈下や家屋の傾斜で住めなくなった住宅や住みづらくなっ

た住宅は、家屋の曳家・地盤改良・基礎工事などの費用について、

極力本人負担が無いように、県・国と連携し補助すべきと考える

が、見解は。 
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通    告    事    項 備   考 

⑦ 住宅の復興に当たっては、市民が住みなれた地域で災害公営住

宅を整備して安価な家賃で貸し出したり、被害にあわなかった地

域内の空き家を活用したりしてはと考えるが、見解は。 

 

⑧ 液状化対策事業費として 2,000 万円が示されているが、事業の

内容は。 

 

⑨ 公費解体事業費として 10 億円が示されているが、事業の内容

は。 

 

⑩ 農業用施設などにも大きな被害が出ており、田植えの準備等に

影響が出ないよう、県や関係機関と連携し速やかな対策を講じる

べきと考えるが、見解は。 

 

⑪ 観光関連産業に大きな影響が出ていると思うが、その状況と支

援策は。 

 

⑫ 中小企業や小規模事業者に大きな影響が出ていると思うが、そ

の状況と支援策は。 

 

(3) 減災・防災について 

 

① 本市における家屋の耐震化率の進捗状況は。また、耐震診断及

び耐震化率向上を図るための補助金を増やすべきと考えるが、見

解は。 

 

② 感震ブレーカーの設置を推進するため、普及を促進しては。 

 

③ 倒壊の危険があるブロック塀の撤去に対する補助金を拡大して

はと考えるが、見解は。 

 

④ 今回の災害を踏まえ、地域防災計画及び国土強靭化地域計画の

見直しをするべきと考えるが、見解は。 

 

２ 所得税の申告納付の周知について 

 

・ 本市として市民に向けて、所得税の申告納付への理解を深めてい

ただくため、どのように周知しているのか。 

 

３ オーガニック給食の推進と学校給食の無償化について 

 

(1) オーガニック給食を取り入れるための、消費者、生産者、ＪＡ、

行政の４者による協議会を創るべきと考えるが、見解は。 

 

(2) 児童生徒の学校給食を無償化にしてはと考えるが、見解は。 
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通告順位  ６ 

議席番号 氏   名 所   属 

10 山口 泰祐 自由民主党高岡市議会議員会 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ 令和６年能登半島地震について 

 

(1) 平成 26 年に策定されている避難所運営マニュアルは、その間の

水害、台風、地震において、どのように活用して適宜見直しなどを

行ってきたのか。 

 

(2) 避難所運営にあたり、学校教職員との連携及び指示系統はどのよ

うに取り決めされているのか。 

 

(3) 避難所の暑さ・寒さ対策について、避難所運営マニュアルに記載

がないが、今後の運営方針は。 

 

(4) 自治会など市民団体の災害ゴミ処理は今後どのように取り扱って

いくのか。 

 

(5) 自治会単位の自主防災組織の活動強化が急務では。 

 

２ 地域交流センター化について 

 

(1) 地域担当職員と地域交流センターの連携はどのようになるのか。 

 

(2) 地域雇用人件費予算の算定方法は。また、現在は市直轄の任用職

員が配置されているが、地域雇用となった場合の給与の差は。 

 

(3) 地域雇用の事務局員と生涯学習支援員の業務内容は。 

 

(4) 現在の職員が退職されたあとの人材確保は困難が予想されるが、

見解は。 

 

(5) 地域による主体的な課題解決のため、地域交流センターの運営組

織が持つ裁量はどのようなものか。 

 

(6) 地域交流センター化のように地域の裁量に伴う財源を付与せず課

題解決を委ねることは、行政サービスの放棄につながる懸念がある

が、本市の多機能地域自治の目指すところは。 

 

３ こどもまんなか事業について 

 

(1) 本市における子どものスポーツ離れの状況は。 
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通    告    事    項 備   考 

(2) 部活動の地域移行などで運動の機会が減る中学生への対応は。 

 

(3) 競技スポーツに取り組む子どもの環境をどのように作っていくの

か。 

 

(4) 室内スポーツの拠点施設について 

 

① 震災の影響で施設被害が生じている東洋通信スポーツセンター

と竹平記念体育館の修繕にかかる費用はどのくらいになるのか。

また、修繕のスケジュールは。 

 

② 各競技の大会などの実施に影響が出ると考えるが、例年どおり

に実施するためにどのように調整を図るのか。 

 

(5) 高岡市公立保育所等基本方針に鑑みれば、今後、公立保育園等の

民営化や集約化が進み、私立保育園等の役割が大きくなると思われ

るが、本市の見解は。 

 

(6) 私立保育園等の施設・設備の改善や業務の効率化が不可欠と考え

るが、本市の支援に対する考え方は。 
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通告順位  ７ 

議席番号 氏   名 所   属 

２ 新開 広恵 公明党 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ 新年度予算においてこどもまんなかを重視しているが、こどもを安

心して産み育てやすい社会の実現に、どのように取り組んでいくの

か。 

 

２ こどもをまんなかに据えた事業について 

 

(1) 新年度予算で「５歳児発達支援事業」が拡充されているが、その

狙いは。 

 

(2) 医療的ケア児について 

 

① 本市で把握している医療的ケア児の推移は。 

 

② 医療的ケア児等コーディネーターの配置について、本市の考え

は。 

 

③ 医療的ケア児に対応できる看護師を配置するための新たな予算

が盛り込まれたが、受け入れに向けた体制の整備に関する考えは。 

 

(3) 災害時における医療的ケア児への対応について 

 

① 人工呼吸器を使用している医療的ケア児について、災害発生時

の避難所における対応は。 

 

② 日常生活用具の給付支援の対象に、災害時に使える蓄電池等も

対象としてはと考えるが、見解は。 

 

③ 今後の災害時に備え、避難行動要支援者名簿への登録など、医

療的ケア児の避難態勢を整えることが必要と考えるが、見解は。 

 

④ 令和４年９月定例会において、障がい者など避難行動要支援者

に特化した防災ガイドブックの作成を要望したが、進捗状況は。 

 

３ こども家庭センターが新設されるが、その取り組みは。 

 

４ ヤングケアラー支援体制強化について 

 

(1) 相談窓口に、進路相談に関する専門員を配置してはと考えるが、

見解は。 
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(2) ヤングケアラーを適切な支援に繋ぐために、コーディネーターの

配置が望ましいと考えるが、見解は。 

 

(3) ヤングケアラーへの認知度向上と支援環境の改善を図るため、本

市としてどのように支援していくのか。 

 

(4) 産後ヘルパー事業の対象が、ヤングケアラーが存在する家庭にも

拡充されたが、事業の普及や利用促進に向けた取り組みは。 

 

５ 放課後児童クラブについて 

 

(1) 放課後児童クラブにおける保護者からの様々な意見に対して、本

市としてどのように把握しているのか。 

 

(2) 保護者からの様々な要望を踏まえ、新年度に向け、本市としてど

のように対応していくのか。 

 

(3) 働く保護者が安心してこどもを預けられるように、放課後児童ク

ラブのより一層の環境整備と支援の充実が必要と考えるが、見解

は。 
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通告順位  ８ 

議席番号 氏   名 所   属 

12 中村 清志 未来創政会 

 

通    告    事    項 備   考 

 

１ ライフラインと水の重要性について 

 

(1) 上水道基幹施設の耐震化の状況は。また、各配水池に設置された

緊急遮断弁の令和６年能登半島地震発生時における作動状況は。 

 

(2) 上水道管路の耐震性を高めるなど、信頼度を深めるためにこれま

で取り組んできたことは。 

 

(3) 地震被害だけでなく、凍結により空き家・不在住宅の宅内水道管

の破裂が発生するケースへの対策は。 

 

(4) 令和６年能登半島地震に伴う上下水道局職員等の現地派遣につい

て、七尾市以外への支援は計画しているのか。 

 

(5) これまでの災害支援として本市の給水車の派遣実績は。また、今

回の地震においてどのように生かされたのか。 

 

(6) 上水道の整備管理が４月から厚生労働省所管から国土交通省に移

管されることによる影響について、見解は。 

 

(7) 水質や公衆衛生に関わる業務として、水道部門が現在取り組んで

いることは。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策における医療・福祉分野の検証につ

いて 

 

(1) ３年余りに渡る感染症への本市の対策や取組みを検証し、その結

果を医療・福祉分野における今後の感染症予防対策に役立てては。 

 

(2) 感染者や医療関係者に対する風評被害の防止に、どのように取り

組んだのか。 

 

(3) ワクチン接種に不安を抱える人などに対し、相談体制の整備など

きめ細やかな支援ができたのか。また、現在も続いている接種機会

について情報提供ができているのか。 

 

(4) 困窮状態が継続している世帯に対して、経済的支援と生活の自立

に向けた相談支援の一体的実施が必要と考えるが、見解は。 
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３ こども家庭センターについて 

 

(1) 新設するこども家庭センターの役割は。 

 

(2) 母子保健と児童福祉それぞれの機能が連携することが求められる

が、支援や相談の体制について、どのように考えているのか。 

 

(3) 人材育成のため、こども家庭福祉分野の認定資格である「こども

家庭ソーシャルワーカー」の取得に対して支援が必要では。 

 

(4) 児童相談所との連携は、どのように行っていくのか。 

 

４ 社会全体で子育てを支援する環境づくりにどのように取り組むの

か。 
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通告順位  ９ 

議席番号 氏   名 所   属 

14 石須 大雄 立憲民主・社民議員団 

 

通    告    事    項 備   考 

 

・ 令和６年能登半島地震について 

 

(1) 令和６年能登半島地震をどのように捉え、復旧・復興をどのよう

に進めるのか。 

 

(2) 液状化現象について 

 

① 液状化現象をどのようなものだと認識しているのか。 

 

② 広範な宅地被害にどのように支援していくのか。 

 

③ 地盤の液状化対策を今後どのように進めるのか。 

 

(3) 被災地区の復旧・復興ロードマップの策定の時期は。また、どの

ように公表するのか。 

 

(4) 被災地への対応について 

 

① 今後も被災者への説明会は行うのか。 

 

② 個別に対応できる相談会も開催しては。 

 

③ ２地区で、自治会や経済団体などが連携して今後の復旧・復興

に向けた組織が結成されたが、どのように関係を構築していくの

か。 

 

 

 

 


